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東京都監察医務院との連携による外因死の精神保健的・社会的要因 

および遺族の支援ニーズに関する研究 

 

研究分担者 松本 俊彦  （(国研)国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所） 

研究協力者 菊池 美名子（(国研)国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所） 

            小高 真美  （上智大学グリーフケア研究所） 

      福永 龍繁 （東京都監察医務院） 

          引地 和歌子（東京都監察医務院） 
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            川本 静香 （立命館グローバル・イノベーション研究機構） 

 

研究要旨： 

【目的】 

わが国の女性の自殺死亡率は国際的に見て極めて高い状態が続いているが、わが国では女性の自殺

の背景・特徴を明らかにするための研究は十分に行われていない。日本の女性の自殺実態とその精

神保健的・社会的背景と特徴を解明し、予防介入のポイントを明らかにすること、またそれに適し

た調査方法および調査項目を同定することは喫緊の課題である。そこで本年度は、従来の心理学的

剖検の手法ではサンプル数の制限から統計学的にその臨床的特徴を同定できなかった女性の自殺既

遂者に関して、質的な手法を用いて自死に至るプロセスにおける「危険因子」や「保護因子」の複

雑な相互影響と継時的推移に関する具体的検討を行った。 

【方法】 

1. 既存事例の検討：平成 26年 6月より東京都監察医務院との連携により収集された、東京都 23区

内で発生した女性の自殺既遂者 14 例に関して、個々の事例をライフチャートにもとづいて再検討

するとともに、2. 前方視的な心理学的剖検研究：あらかじめ質的な検討を念頭に置いた新たな面接

調査票を開発し、前方視的な情報収集をする計画を立てた。 

【結果および考察】 

1. 既存事例の検討：既存事例の再検討から、女性の自殺既遂事例に関していくつかの臨床類型とし

て整理されるとともに、不妊問題、妊娠、出産、子育てといったリプロダクティブ・ヘルスや、結

婚や家事労働等におけるジェンダー役割と密接に関わる女性の就労状況に関連した自殺のリスクお

よび介入のポイントについて明らかにされた。 

2. 前方視的な心理学的剖検研究：研究期間内に女性自殺既遂者の遺族より調査協力を得ることが

できず、今後の課題として残された。 

【結論】 

本研究では、従来の心理学的剖検研究では同定が難しかった女性自殺既遂事例における精神保健的・

社会的背景と特徴および予防介入のポイントについて、試行的検討が行われた。今後は、本研究で

得られた知見を基礎資料としつつ、(1) 前方視的な新たな心理学的剖検研究の実施、(2)女性を含め

た自殺の実態を解明するための量的調査に使用する質問票の開発、(3)自殺者の精神保健的・社会的

背景や特徴に応じた自死遺族支援のあり方について検討することが期待される。 
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Ａ．研究目的 

 

わが国の自殺者数は、平成 10年から平成 23年

まで連続して 3万人を超える状態が続いてきた。

このような背景から平成 18 年には自殺対策基本

法が公布・施行された。基本法に基づいて平成 19

年６月に策定された「自殺総合対策大綱」では、

「自殺を予防するための当面の重点施策」の項で、

「社会的要因を含む自殺の原因・背景、自殺に至

る経過、自殺直前の心理状態等を多角的に把握し、

自殺予防のための介入ポイント等を明確化するた

め、いわゆる『心理学的剖検』の手法を用いた遺

族等に対する面接調査等を継続的に実施する」と

して自殺の心理学的剖検調査の重要性が明記され

た。「自殺総合対策大綱」は平成 19年に一部改正

され、平成 24 年には全体的な見直しが行われた

が、自殺研究に特異な研究手法である心理学的剖

検の重要性について継続的に謳われていた。 

この大綱の意図を汲み、国立精神・神経医療研

究センター精神保健研究所自殺予防総合対策セン

ターでは、平成 19 年度から心理学的剖検の手法

を用いて、自殺既遂者の遺族を対象とした調査と

して「自殺予防と遺族支援のための基礎調査」（以

下、基礎調査）17)が実施されてきた。これらを通

じ、遺族と接触しえた自殺者に関して、精神医学

的要因、社会的要因、自殺に至るまでの縦断的経

過に依拠した、臨床類型および臨床類型ごとの自

殺予防における介入のポイントを明らかにし、支

援のあり方に関する知見が得られた。 

一方、これまで得られた知見は主に中高年男性

の自殺を想定したものであり、今後は、国際的に

見て極めて高い自殺死亡率を維持しているわが国

の女性の自殺 27)についても早急にその実態を把

握し今後の政策展開に資する研究を実施すること

が期待されていた。 

そうした中、26年度の基礎調査 7)では既存の心理

学的剖検手法を用いて女性の自殺の精神医学的・

心理社会的要因について検討された。また 27 年

度は、症例対照研究において性別によるサブグル

ープの分析が行われ 8)、女性の自殺についての研

究が着手されたことには大きな意義がある。しか

し他方で、同研究における女性サンプル数の制限

から統計学的に十分にその臨床的特徴を同定でき

ないという問題点があるばかりではなく、調査票

の項目に女性の自殺の実態を明らかにする上での

課題があることが示唆された。 

そこで、本研究班初年度である 28年度は、文献

的検討と識者からの情報収集の他、26年度および

27年度の基礎調査の報告書および調査方法・調査

項目について検討し、既存の調査項目では抽出し

得ない女性の自殺の精神保健的・社会的背景要因

と特徴について論点の整理を行なった。 

 今年度はそれに引き続き、マクロ的な数量分析

では不可視化されてしまう自殺に至るまでのプロ

セスにおける「危険因子」と「保護因子」の複雑

な相互作用と継時的推移のプロセスを具体的に明

らかにすることを目的とし、女性自殺事例の質的

分析を試みた。 

 

 

Ｂ．研究方法 

 

 研究方法として、1. 既存事例の検討：東京都監

察医務院との連携によりこれまでに収集された、

東京都 23区内で発生した女性の自殺既遂者 14例

に関して、個々の事例をライフチャートにもとづ

いて再検討するとともに、2.前方視的な心理学的

剖検研究：あらかじめ質的な検討を念頭に置いた

新たな面接調査を開発し、前方視的な情報収集を

実施する計画を立てた。 

 

1. 既存事例の検討 

 

(1) 対象 

 対象の自殺事例は、基礎調査において、国立精

神・神経医療研究センター精神保健研究所自殺予

防総合対策センター自殺実態分析室（以下、自殺

実態分析室）によって、平成 26 年 6 月から平成

28 年 11 月までに東京都監察医務院との連携によ

り収集された東京 23 区における女性自殺既遂事

例 14例である。 

 

(2) 調査方法 

 東京都 23 区内で発生したすべての異状死の検
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案を行っている東京都監察医務院において、監察

医が検案に立ち会った自殺者の遺族に研究への協

力依頼の冊子等を渡し、「協力してよい」、または、

「協力するかどうか検討する」という回答のあっ

た遺族に対して、調査面接の設定担当者より順次

コンタクトを取り、遺族が調査に耐えうる精神状

態であり、かつ同意の得られた者に対して調査面

接を実施した。 

 調査面接は、自殺者の家族に対して、独自に作

成された面接票に準拠し、事前にトレーニングを

受講した精神科医師と心理学や社会学を背景とす

る自殺予防の研究者などの 2人 1組の調査員によ

って半構造化面接を実施した。回答者となる遺族

は、死亡直前まで故人と同居あるいはそれに準じ

る接触があった者（選択の優先順位は、配偶者、

父母、成人した子）で、面接を通じて、その自殺

者の生前の生活歴や生活状況、自殺直前の言動等

について直接聴取された。面接票を用いた構造化

面接に加え、自由な話し合いにより故人の生前の

様子が聴取され、調査員によって適宜ライフチャ

ートが作成された。 

 調査面接を実施した自殺事例 45 例中 3 例は、

遺族の精神状態を考慮し半構造化面接を中断した

などの理由により除外した。最終的に収集された

事例 42例中、女性例は 14例であった。 

 

(3) データ分析 

 分析は、上記 14 例のライフチャートに基づき

実施した。対象とした事例を、女性のライフコー

ス別に理解するため、厚生労働省・警察庁「平成

28年中における自殺の状況」による職業区分に基

づき分類した。すなわち、自殺者の職業によって

「自営業・家族従業者」「被雇用者・勤め人」「無

職（学生・生徒等）」「無職（無職者）」「不詳」と

する分類である。「無職（無職者）」はさらに、「主

婦」「失業者」「年金・雇用保険等生活者」「その他

の無職者」の４区分に細分化される。その上で、

28年度の本研究調査で、女性の自殺と関連した要

検討課題として明らかにされた項目——「家族の精

神疾患等や自殺・自傷歴」「ACEs（adverse 

childhood experiences: 幼年期逆境体験）/トラ

ウマ/親密な他者との離別・死別等」「リプロダク

ティブ・ヘルス関連問題」——に準拠して情報を抽

出して整理し、特徴を検討した。あわせて、各分

類において地域精神保健福祉の中で事例化しそう

な 7事例を提示し、自死に至るプロセスにおける

「危険因子」や「保護因子」の複雑な相互影響と

継時的推移について具体的検討を行った。事例の

提示にあたっては、事例の本質的特徴を損なわな

い範囲で、個人の特定ができないようできるだけ

抽象化を心がけた。 

 

2. 前方視的な心理学的剖検研究 

 

(1) 対象 

 対象は、平成 29年 10月から平成 30年 2月ま

でに東京都監察医務院において検案の対象となっ

た女性の自殺既遂事例である。なお、わが国の若

年層の自殺死亡率は上昇傾向にあり、若年層の自

殺対策は喫緊の課題であると考えられたため、死

亡時年齢が 20 歳未満の自殺事例も含めた。主た

る研究対象は、家族（調査対象としての優先順位

は、父母、配偶者、子、その他、とする）が存在

する自殺事例とした。また、遺族より紹介された、

故人をよく知る関係者（他の親族、友人や職場の

同僚、関わりのあった医師・保健師等）を二次的

研究対象とした。（設定理由：女性の自殺と関連が

あるとされる家庭内葛藤や、幼少時代の逆境体験

に関する情報については、家族、特に配偶者が知

り得る情報範囲に自ずと限界があると考えられる

ため）。調査に伴う侵襲性を配慮し、遺族が 20歳

未満の未成年のみである自殺事例は除外した。 

 

(2) 調査方法 

a.  面接調査票の開発 

 調査面接の実施にあたって、面接調査票を作成

した。従来の基礎調査で使用された面接票を、質

的研究向けに、女性の自殺実態に即して改訂した。

28 年度の本研究調査で明らかにされた基礎調査

の研究デザインおよび調査票の問題点と課題に対

応した他、基礎調査で調査にあたった者の意見を

集約し反映させた。 

b.  調査面接 

 「1.既存事例の検討」と同様の方法で遺族への
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調査協力を求めるほか、遺族への調査面接時に、

二次的研究対象に対する面接調査の可否を確認し、

同意を得られた遺族に対して、調査面接担当者か

ら二次的研究対象者向けの調査面接依頼状を手渡

す。遺族から二次的研究対象者への調査面接依頼

状の配布後、「協力してよい」、または、「協力する

かどうか検討する」という回答のあった二次的研

究対象者に対して、研究者より順次コンタクトを

取り、同意の得られた者に対して調査面接を実施

する。実際の調査面接は、事前にトレーニングを

受講した精神科医師と心理学や社会学を背景とす

る自殺予防の研究者などの 2人 1組の調査員によ

って行う。面接調査では、開発された面接調査票

に準拠しつつ自殺が起こるまでの状況を継時的に

整理し、自由な聞き取りを 3-4時間程度行う。 

 

(3) データ分析 

 事例の整理に当たっては、各事例の情報として

面接調査票に記載されている全ての情報、録音記

録、その他調査員のまとめやメモを用いる。基本

分析シート作成後、分析担当者が事例情報をもと

にすべての事例についてライフチャートを作成す

る。ライフチャートは、「個人要因」、「環境要因」、

「疾病要因」の 3つの要因と対応するように、「個

人要因」、「家庭内出来事」・「家庭外出来事」、「本

人の身体・精神状態についての客観的情報」・「精

神状態の評価」の欄を作成し、さらに「保護因子」

に対応するように 「環境(サポート・受診行動)」

の欄を設けて経時的整理を行う。ライフチャート

の作成にあたっては、事例の本質的特徴を損なわ

ない範囲で、個人の特定ができないように、でき

るかぎりの抽象化を心がける。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、「人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針」を踏まえ、国立研究開発法人 国立精神・

神経医療研究センター倫理委員会の承認を得て実

施された。 

 なお、調査実施にあたり、必要に応じて調査対

象者である自殺者の遺族に対して、継続的な遺族

ケアや各地域の相談機関・医療機関への紹介、社

会資源に関する情報提供等を行えるよう事前に体

制を整えた。 

 

 

Ｃ．研究結果 

 

1. 既存事例の検討 

 

 対象 14 事例に関する情報をまとめた結果が表

1である。事例の職業別分類は、「自営業・家族従

業者」0例、「被雇用者・勤め人」5例、「無職（学

生・生徒等）」0例、「無職（無職者）」9例、「不詳」

0 例であった。以下に、分類ごとの各群の特徴を

記述するとともに、その代表的事例について、各

事例の本質をゆがめない範囲で最大限の匿名化を

行った経過の概要を提示する。 

 

(1) 被雇用者群 

 この群に分類された 5事例には、非正規雇用者

（パートタイム）、非正規雇用者（フルタイム）、

正規雇用者が含まれており、それぞれにライフコ

ースも経済的状況も大きく異なり、したがって自

殺にいたる経緯や背景にも違いがみられた。また、

無職群 9例と比較して、リプロダクティブ・ヘル

スに関連した出来事が危険因子として自殺に強い

影響を与えていると考えられる事例が少なかった。

以下に、非正規雇用者、正規雇用者の 2区分にさ

らに分類し、特徴と事例を示す。 

 

a. 非正規雇用者 

 非正規雇用者は全 14例中 4例、20代から 40代

前半という比較的低年齢層であった。非正規雇用

者では、単身世帯か家族との同居世帯かという生

活形態の違いにより経済的状況に大きな違いが見

られた。4例中単身世帯は 1例（以下 a-1として

詳細を記述）、家族との同居世帯は 3例（以下 a-2

として詳細を記述）であった。 

 

a.-1 

 以下に事例 1で示すように、非正規雇用者かつ

単身世帯の場合は、生活困窮の問題が表に出てき

ていた。また、幼年期の身体的虐待、いじめ体験、 



- 21 - 

 

 

  

 

表１ 女性自殺既遂者の背景 
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親の精神疾患、両親の離婚と親との別離体験とい

った ACEsを重複して経験していた。 

 

[事例 1] 31歳、調査協力者：母親、臨床診断名：

アルコール依存、人格障害、その他の種類の精神

障害（解離性障害）、非正規雇用、未婚、子なし 

 幼少期より、経済的な困窮、身体的虐待、親の

離別、家族仲の悪さ、学校でのいじめといった、

数々の逆境を体験してきた。頭痛・腹痛やからだ

のだるさ、重さといった不定愁訴により、小・中

学校は不登校であった。高校卒業後は飲食店など

のアルバイトをするものの、不定愁訴により、い

つも長続きしなかった。 

 20代になると、家を出たいがために寮付きの性

風俗店で仕事を始める。その頃から、日常的に市

販薬や処方薬の過量服薬をするようになった。そ

の後仕事を辞め、再び実家に身を寄せ仕事はして

いなかったが、現金が必要になればその時期だけ

性風俗店で働いてしのいでいた。しかし生活は荒

れており、またこの時期から、幻聴・妄想、交代

人格の出現などの問題も出始めた。精神科に相談

はしていたが、途中からは親が代理受診して受け

取った処方薬を本人に渡すだけになり、過量服薬

の問題を悪化させるだけであった。 

 20代後半時、当時の恋人と同棲するために実家

から遠く離れた都市に引越しをするも、結婚まで

約束していた男性はまもなく蒸発。本人は、「本当

のわたしをみると、みんな逃げていく」と後に漏

らしていた。その後も親密な関係はうまくいかず、

仕事も断続的にしか続けられず、家族にも頼るこ

とができない中で、経済的に困窮し家賃を滞納す

るなど厳しい生活が数年続いていた。亡くなる 2

年前には過量服薬が重症化し、救急搬送・入院に

まで至ったほか、1 年前からはそこに多量飲酒の

問題も加わった。 

 亡くなる数ヶ月前には、風俗営業店に転職。新

しい職場で本人は頑張っていたが、やがて体調を

崩し、また仕事ができなくなると、「生保もらえな

いかな?」と親に話し、弱った様子をみせていた。

だが結局、生活保護受給を相談する機会は最期ま

でなかった。自死の当日、親への電話で「今まで

ありがとうございます」と話したあと、自宅で縊

首。残されたメモには、“自分の意志で死にます”

とあった。 

 

a.-2 

 一方で、非正規雇用者であっても家族との同居

世帯の 3例の場合は、本人以外の収入が収入源で

あったため生活困窮はなく、自死の主な背景と考

えられた出来事も、それぞれであった。そのうち、

就労に関する問題、リプロダクティブ・ヘルス関

連問題、喪失体験、アイデンティティのゆらぎ等、

複数の危険因子と保護因子の相互作用が見られた

ケースとして、以下に事例2を提示する。 

 

[事例 2] 44 歳、調査協力者：配偶者、臨床診断

名：パニック障害、非正規雇用、既婚、子なし 

 都心部の中流階級に生まれる。ごく一般的な家

庭で育つが、「昔は父親がとても怖かった、しつけ

が厳しかった」と述懐しており、感情をすぐに抑

制してしまう傾向があった。大学卒業後に就職し

た会社で後の配偶者と出会い、20代前半で結婚・

退職。専業主婦として家事はしていたが、「世間知

らずで子どもっぽく、計画性がない」という理由

で金銭の管理は夫が行っていた。結婚から数年た

っても妊娠に至らず、徐々にセックスレスになり、

子どもはいなかった。しかし、夫婦仲は良好であ

った。 

 20代後半時、夫の転職と家計の変化をきっかけ

に、正社員として就職。この頃、通勤電車で数回

パニック発作を起こす。その後、主訴や正確な時

期は明確でないものの、心療内科への定期的な通

院を開始しており、ペットを飼い始めたのも、そ

の前後であった。数年して退職した後は、美容系

の仕事の勉強を始め、しばらくすると美容系サロ

ンで働き始めた。非正規雇用とはいえ、やがて店

長まで務めるようになり、やりがいをもって働い

ていた様子であった。この数年間で本人の優先順

位はすっかり変わり、夫と一緒の行動が減り、「ペ

ットと仕事がすべて」となっていったという。 

 しかし、40代前半で可愛がっていたペットが病

気で亡くなると、「生きていても意味がない」等と

頻繁に口にするようになった。その後、10年近く

勤続したサロンがオーナーの意向により突然閉店。
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家計的にはまったく必要がなかったにもかかわら

ず、夫の「プータローだね」という言葉に反応し、

焦るように同業種の面接を受け、すぐに転職した。

新しい職場では、自分よりも年下の同僚の中で新

人扱いをされ、「むなしい」「職場で存在が消され

ている」と悩んでいる様子であった。新職場への

就職から数週間後、自宅にて縊死。 

 

b. 正規雇用者 

 正規雇用者は、全 14例中 1例のみであった。正

規雇用の場合、精神保健上の問題が起きたとして

も、有給での長期休職や産業医による介入などの

資源が利用可能であるが、以下の事例はそれらの

制度がうまく機能しない、むしろ裏目に出たケー

スと考えられる。 

 

[事例 3] 42 歳、調査協力者：いとこ、臨床診断

名：大うつ病性障害、正規雇用（休職中）、未婚、

子なし 

 長く子どもができなかった夫婦のあいだに、や

っと授かった待望の子どもとして産まれ大事に育

てられた。母親は結婚当初よりからだが弱く、う

つ病を患っており、「からだが弱い出来ない嫁は実

家に返せ」という田舎の文化のなかで母親とその

母親を守ろうとする父親は孤立していたが、本人

を含めた３人家族は身を寄せあい仲良く暮らして

いた。本人は幼少時より「しっかりしたいい子」

「できすぎた子」で、「私は母の分身だった」と後

に本人が語るように、母親に代わって父親の世話

をし、笑顔を絶やさず、愚痴や不平不満を一切言

わず、結婚もせずに家に残り家族のために生きて

いた。 

 しかし、30代後半で突如両親を相次いで亡くす

と、精神的な調子をくずし、高校卒業以来 20年近

く務めあげた会社にも出勤できなくなり、休職を

余儀なくされた。経済的には貯蓄がある上に、休

職手当を受給することが出来、困窮していなかっ

たため、生活支援などの援助関係につながる必要

もなく、そのために人と接する機会が極端に減っ

ていった。最初のうちは産業医や行政の窓口にも

相談していたが、主訴が精神疾患でも生活支援で

もなく悲嘆であるためか、適切な支援を受けるこ

とができず、日記には、「ここに行ってもだめなら、

もうだめだ」「絶望的」と記されている。その後数

年間は、「もうだめだ」と思う気持ちと、生活の再

生に向け希望を持とうとする気持ちを、両価的に

揺れ動き続けていた。 

 その後、子宮筋腫が発覚し、手術のための入院

を控えたその前日、家族で暮らしていた自宅マン

ションから飛び降りた。部屋には、入院準備のた

めの荷物が残されていた。 

 

(2) 無職群 

 この群に分類された 9 事例は、「主婦」、「失業

者」、「年金・雇用保険等生活者」、「その他の無職

者」から構成されており、主婦（5例）が最も多か

った。無職に伴う生活困窮が自死の主な背景と考

えられる事例は 1例もなかった。以下に、主婦、

失業者、年金・雇用保険等生活者、その他の無職

者の 4区分に沿って、特徴と事例を示す。 

 

a. 無職者（主婦）群 

 この群に分類された 5 事例のうち、2 例は子の

発達障害に伴う育児困難の問題に直面していた。

他には、本来は人と関わることが苦手なため在宅

勤務が可能な仕事のみをしてきたが、妊娠・出産

を視野に入れ、外で多くの人に接する必要のある

慣れない仕事へと転職し、それをきっかけに精神

的・身体的状態が悪化していったケースや、不妊

の問題で負担感を抱えていたケースなど、5 例中

4 例が、リプロダクティブ・ヘルス関連問題が抑

うつ症状の悪化や自殺リスクと関連していると考

えられるケースであった。以下に、ACEs挿話の存

在、喪失体験、結婚後の不妊の問題等の重複的影

響が顕れたと考えられる事例を示す。 

 

[事例 4] 46 歳、調査協力者：配偶者、臨床診断

名：大うつ病性障害、無職、既婚、子なし 

 裕福な家庭で育ったが、幼年期より母親がうつ

病で寝込んでいることが多く、十分なケアを受け

ることができなかった。中学生の頃まで、引っ越

しが多いため友だちができづらく、家では両親が

よくケンカをしており、どこにも居場所がなかっ

た。一方、高校・大学時代は友人たちと学生生活



- 25 - 

 

を楽しみ、卒業後はサービス業に就職。その後結

婚し優しい配偶者にも恵まれた。本人は頭がよく、

気の利いた冗談で周囲をなごませ、気づかいので

きる聡明な女性で、経済的にも一貫して中流階級

であり、一見すると問題を抱えているようにはみ

えなかった。 

 しかし実際には、学生時代にきょうだいを自殺

で亡くした頃からうつ病でクリニックに通院。服

薬で安定していたが、30代後半時、相次いで両親

を亡くした頃から、落ち込んで不安定な時期が増

え、その後亡くなるまで、その落ち込みのサイク

ルがどんどん長くなっていったという。うつ症状

の影響のためか、家事をうまく出来ないこと、ま

た結婚後子どもができないことに本人は負担感を

感じており、「迷惑をかけてごめんね」「自分は仕

事をしていない、子どももいない、人生って何だ

ろう。何を目指して生きればいいのか」と頻繁に

口にしていた。 

 亡くなる数年前には近所に引越しをするが、そ

れから落ち込みが特に長く続いた。同年、親族が

自殺で亡くなると、その頃から「何かも嫌だ、死

にたい」と口にするようになった。同時期には身

体病も患い、命には関わらないが治らない病気と

言われ落ち込んでいた。それから間もなくして、

自殺未遂。その数ヶ月後、家族の外出中に縊死に

至った。 

 

b. 無職者（失業者）群 

 この群に分類された 2事例は、いずれも障害者

の就労支援関係の事業所に登録していたケースで

あった。2 例とも、失業による生活困窮よりも、

就労支援・雇用支援の背景となった障害（統合失

調症、双極性障害）の症状あるいはそれに関連し

た生活上の問題により困難を抱えていたと考えら

れた。以下に、女性の精神障害とリプロダクティ

ブ・ヘルスの相互作用について示唆する事例を提

示する。 

 

[事例 5] 46 歳、調査協力者：配偶者、臨床診断

名：双極Ⅰ型（その他）、無職、既婚、子なし 

 幼少期に両親が離婚。父親はそれからまもなく

自死。母親は家計のために働きに出ており夜はい

つもいなかったため、姉に面倒をみてもらい、育

った。活発で勉強のできる子どもだったが、経済

的事情から希望の私立高校を受験できず、高校時

代は軽く非行に走った。高校卒業後は、接客・サ

ービス業を転々とした。本人が「人と接するのは

苦手なのに、なぜかそういうことになってしまう」

と語っていた通り、どこに行っても「姉御肌」「面

倒見のよい人」として慕われていた。一方、人の

面倒は熱心にみるが、自分のケアや家のことをす

るのは苦手であった。 

 30代前半時、うつ症状をきっかけに入院。途中

で躁転したため、双極性障害と診断された。それ

までも心療内科に長く通院していた様子ではあっ

た（詳細不明）が、急激に元気がなくなり、喋る

ことができないような状態になったのはこの時が

初めてであった。この入院の少し前に、当時交際

していた男性との子を妊娠中絶していた。入院を

きっかけに退職し、数年後、友人男性と結婚。生

活が落ち着くかに見えたが、極端なうつ状態と、

妄想・遁走・借金を伴う激しい躁転、入院へ、と

いうサイクルが、亡くなるまでの約 10 年間何度

も繰り返された。結婚後数年間は子どもをもうけ

ることも考えたが、服薬治療を理由に断念した。

配偶者に「私なんかと別れて子どもを作れば？」

と口にするなど、負担感を抱えていた様子であっ

た。しかし、就労支援関係の事業所に登録し、週

数回程度の仕事を始めた頃から数年間は安定して

いた。 

 亡くなる前年から、性的逸脱行動を伴う躁転が

数回あり、死の 2ヶ月前からはうつ状態であった。

ある時自分の躁状態時の行動を思い出して「ひど

いことをしてしまった」と急激に落ち込み、過量

服薬。入院治療後、ややうつ状態のままで、退院

することとなった。自宅療養し、「落ち着いてきた」

と思っていた矢先に、自宅にて縊首しているとこ

ろを、夫が発見するに至った。 

 

c. 無職者（年金・雇用保険等生活者）群 

d. 無職者（その他の無職者）群 

 これらの群に分類された事例は、それぞれ 1事

例のみであった。どちらの事例も複数の家族成員

と同居し、家族仲もよく、孤立や生活困窮のよう



- 26 - 

 

な問題は抱えていなかった。それぞれについて事

例を示す。 

 

[事例 6] 72歳、調査協力者：義娘、臨床診断名：

大うつ病性障害、無職、既婚（離婚）、子あり 

 小学校の頃から、母親に代わり家事やきょうだ

いの世話をしていた。父親が病弱で、母親が働き

に出ていたためであった。中学卒業後、様々な仕

事に就いたが、20代で結婚、退職。夫は家事を一

切やらない人だったが、本人は家事も出産・育児

も完璧にこなしていた。この頃から 40代まで、胃

部の異常な不快感を主訴とし、精神科に通院。不

安神経症と診断される。 

 その後、子どもがある程度成長した 40 代後半

時に、離婚に至った。離婚後は、地元で飲食店経

営をし、生計を立てていた。経営が赤字のことも

あったが、借金などの問題はなかった。この時期

に、きょうだいの 1人が自殺で亡くなっている。 

 亡くなる数年前、十数年続けた自分の店を閉め、

住み慣れた土地から遠方に引っ越した。家族を、

家事面で支えるためであった。家族から見た本人

は、周囲の人間に気を使いすぎるほど気を使う人

であったこともあり、家族関係は大変良好であっ

た。一方、引越し後まもなく、本人の体重が 10kg

以上急激に減少。その頃から、自殺念慮について

口にするようになった。その後、人間ドックで発

見された身体病で手術を受けるも、術後は安定し

ていた。しかし本人は不定愁訴や不眠をたびたび

訴えており、様々な治療薬を試すも効果はなく、

「身体が動かなくて大変」と横になる時間が日に

日に増えていった。家族が旅行に出ていた連休中

に、自室にて縊死。最期まで、家事は 1日も欠か

さず行っていた。 

 

[事例 7] 23歳、調査協力者：姉、臨床診断：大う

つ病性障害、境界性パーソナリティ障害、アルコ

ール乱用、無職、未婚、子なし 

 幼少期はおとなしく、手のかからない子どもで

あったというが、親からの身体的虐待を度々受け

ていた。小学校時代は、持病のため肥満体型にな

り、そのことで同級生から度々いじめられていた。

小学校高学年時から卒業までの間、全寮制の学校

に入寮。入寮中にリストカットが始まる。高校卒

業後は定職につかず、週 3日程度のアルバイトを

転々とし、実家暮らしをしていた。 

 亡くなる 1年ほど前から、アルバイト先の男性

との交際が始まるが、まもなくその男性が妻帯者

（子あり）であることがわかり、家族から反対さ

れていた。しばらくすると、交際男性の妻からの

嫌がらせ（本人職場への嫌がらせ電話、ネットへ

の誹謗中傷の書き込み等）が始まり、本人は退職

を余儀なくされた。その後も嫌がらせは続き、徐々

に激しくなっていった。その頃から家族に対して

幻覚症状を訴えることがあり、心療内科を受診す

ると統合失調症の診断を受けた。 

 亡くなる数ヶ月前に、交際男性の子どもを妊娠

したが中絶。この時期から自殺念慮を口にしてい

た。また同時期から、交際男性の妻からの本人に

対する SNSによる誹謗中傷がいっそう酷くなり、

急激な体重減少、自殺念慮、自傷行為が顕著にな

っていった。数ヶ月後、自室で首を吊っている状

態を別室にいた家族が発見し救急要請。搬送先の

病院で死亡確認となった。遺体には、縊首による

索状痕のほかに、リストカットおよび噛み付いた

痕があった。 

 

2. 前方視的な心理学的剖検研究 

 

a.  面接調査票の開発 

 質的研究に適しかつ女性の自殺実態を明らかに

する上で必要であると判断された項目で構成され

た面接票を開発するため、既存の基礎調査で使用

された面接票 1)を、改良した。面接調査票は、「調

査の導入部分」、「ご本人とご家族に関する情報」、

「自由な話し合いでの質問事項」、「特定の生活歴」、

「身体的健康」、「心の健康問題」、「心の健康問題

に対する援助希求」、「調査員による本人に対する

精神障害の診断」、「補足的質問事項」、「ご遺族の

サポートニーズ」、「生活出来事一覧表」、「ライフ

チャート作成用紙」のセクションから構成された。

ライフチャート作成用紙には、事例分析のための

出来事を記入するため、年(西暦年月日)、個人要

因、環境(家庭内・家庭外出来事)、身体・精神状

態(客観的情報・評価)、サポートおよび受診行動
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の項目が設けられた。 

 

b.  調査面接 

 東京都監察医務院の監察医 3名に研究協力を依

頼し、監察医が検案に立ち会った女性自殺既遂者

事例の遺族に研究への協力依頼の冊子等を配布し

た。研究期間中に協力依頼セットを配布できたの

は 10例であった。研究期間内に、「協力してよい」、

または「協力するかどうか検討する」という回答

を得られた例は 0例であった。 

 

 

Ｄ．考察 

 

1. 既存事例の検討 

 

 本研究では、心理学的剖検の手法で収集された

女性自殺既遂者事例のライフチャートに基づき、

職業区分別にわが国の女性の自殺の背景にある

「危険因子」や「保護因子」の複雑な相互影響と

継時的推移のプロセスに関する試行的検討を行っ

た。そのため、まず、(1) 全 14事例の特徴につい

て：対象とした 14事例を、女性のライフコース別

に理解するため、職業区分に基づき分類した上で

表にまとめ、前年度調査で要検討課題とされた「家

族の精神疾患等や自殺・自傷歴」、「ACEs（幼年期

逆境体験）/トラウマ/親密な他者との離別・死別

等」、「リプロダクティブ・ヘルス」の項目に準拠

し、女性の自殺に関する特徴について整理、検討

した。また、それをふまえ、(2) 事例検討:職業分

類の各群において地域精神保健福祉の中で事例化

しそうな 7事例を提示し、自死に至るプロセスに

ついて、具体的検討を行った。 

 それぞれについての考察を以下に示す。 

 

(1) 全 14事例の特徴について 

 概観してみると、本人のみならず、精神疾患の

既往（4例）や自殺既遂および未遂歴（5例）、あ

るいは発達障害（2 例）など、家族が何らかの困

難を抱えていたケースが多いことがわかる。また、

ACEs（身体的虐待、精神的虐待、性的虐待、家庭

にアルコールあるいは薬物乱用者がいた、家庭に

服役中の人がいた、家庭に慢性的なうつ病の人や、

精神病をわずらっている人、自殺の危険がある人

がいた、母親が暴力を受けていた、両親のうちど

ちらもあるいはどちらかがいなかった、身体的ネ

グレクト[学校に行かせてもらえない、食事を作ってもらえない

など]、心理的ネグレクト）の既往も多い。 

 先行研究では、自殺の家族歴が、自殺や自殺企

図のリスク因子になること 22)30)、援助希求の阻害

要因になりうること 16)、悲嘆に暮れる人の自殺の

閾値を下げること 34)、ACEsの既往はその後の自殺

関連行動のリスクと関連し、その数が増えるほど

リスクは高まることがわかっている 6)。Peffer31)が、

「自殺のリスクが高い子どもの背後には自殺のリ

スクが高い大人がいる」と指摘しているように、

本研究においても、自殺リスクが高い人だけでな

く、家族全体を包括的に支援する視点が欠かせな

いことが改めて確認されたといえよう。 

 また、困難を抱えていた家族と本人との続柄は、

家族の精神疾患の既往や自殺既遂および未遂歴に

関しては、両親、祖父母、きょうだいといった血

縁の場合が 7例、配偶者が何らかの困難を抱えて

いたケースは 1例で、その場合も親の自殺既遂歴

があった。また、本人が育児困難を訴えていた 2

事例には、その子どもに発達障害があった。 

 したがって、家族への包括的支援の中でも、ラ

イフコースの早い段階での危険因子や保護因子に

向けた「川上からのアプローチ」15)35)が重要であ

ること、かつ、育児困難事例を鑑みると、こうし

たアプローチは子のみならず親の自殺予防にとっ

ても保護的な役割を果たしうると考えられる。低

所得の妊産婦への家庭訪問 24)28)や、地域における

日頃の母子保健活動による母親への育児支援、あ

るいは学校等をベースにした問題解決および援助

希求スキル構築プログラムの提供 20)や、地域保健

活動の自殺予防の観点からの再検討 32)等により、

要支援者の早期発見、早期介入が必要である。 

 以上のように、家族関係は女性の自殺の大きな

危険因子になりうるが、その一方で、保護因子と

なることもある。先行研究では、子があること、

あるいは妊娠は、女性の自殺の保護因子であるこ

とが明らかにされている 14)23)29)。本研究の事例で

も、全 14事例のうち 10例が子なしであった。ま
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た、子あり 4例のうち 2例は子の発達障害など子

があることによるストレスが顕在化したケースで

あり、危険因子としても保護因子としてもリプロ

ダクティブ・ヘルスが女性の自殺に大きな影響を

与えていることがわかる。 

 リプロダクティブ・ヘルス関連問題としては、

他にも結婚前の妊娠中絶経験が精神疾患発症の大

きなきっかけとなっていたケース（1 例）や、自

死の 1 年以内に妊娠中絶していたケース（2 例）、

不妊や服薬のため妊娠出産を断念したケース（3

例）などがみられた。こうした、妊娠中絶経験や

不妊問題のある女性の自殺の実態については、日

本ではほとんど把握されていないものの、諸外国

では報告が散見される。それらによれば、中絶あ

るいは流産経験は、精神疾患発症のリスクや自殺、

事故、殺人といった外因死等のリスクを上昇させ

る 4)10)10)25)。また、第一子不妊治療後に子を持つに

至らなかった女性の自殺リスクは、子を持つに至

った女性の２倍であった 19)。 

 平成 29 年に再度見直しの行われた自殺総合対

策大綱でも、特定妊婦のような妊産婦への支援の

充実、妊娠・出産等に関するハラスメントの防止

などが謳われている。しかし、不妊問題や妊娠中

絶と自殺リスクの関係については、当事者の抑う

つや不安といった精神健康上の問題が明らかにな

っているにも関わらず、これまでほとんど注目さ

れてこなかった。 

 しかし、こうした問題に関わる保健医療従事者

は、女性の精神健康上のリスクとリプロダクティ

ブ・ヘルスの関連について正しく認識しておくべ

きであり、啓発活動など何らかの施策が講じられ

るべきであろう。たとえば、事例 5のような精神

疾患当事者の妊娠出産にはいまだ誤解が多く、支

援者も当事者も出産を諦めるべきであると思い込

んでいることもある。しかし、実際の臨床では、

周囲の人々の協力を得ながら出産し、子を育てる

体制を構築して出産した方が、当事者の予後にと

っても好ましいケースが決して少なくない。こう

した知識の普及とともに、今後は、介入の際のポ

イントを見極めるためにも、リプロダクティブ・

ヘルスに関連する女性の自殺の実態および予測因

子等について、より科学的な手法を用いた研究調

査の実施が必要である。 

 ただし、リプロダクティブ・ヘルス関連問題を

女性に特有なものとして強調することには、一定

の注意も必要である。たとえば、不妊問題にも男

性不妊のケースがあるように、不妊、流産、中絶、

妊娠、出産、産褥期の経過からその後の育児に至

るまで、本来ならば男性も関与する問題であるに

もかかわらず、女性のみが責任や負担を感じさせ

られる傾向が未だ強く、本研究事例で女性が感じ

させられていた負担感もそうした社会通念による

ところが大きい。そうした構図を、リプロダクテ

ィブ・ヘルス関連問題を女性独自のものとしての

み位置付けることにより被害を再生産しないよう

注意するとともに、当該分野に関する一般対象の

教育啓発によるアプローチも並行して行うなど、

工夫が必要であろう。 

 最後に、14例の調査時臨床診断のうち、従来の

基礎調査面接票の調査項目に含まれていない診断

名は、解離性障害、身体表現性障害/疼痛性障害、

パーソナリティ障害であった。今後これらは、量

的調査の質問票の改訂時に追加されるべき項目と

して検討が必要である。 

 また、調査時臨床診断において興味深かったの

は、女性本人のアルコール依存・乱用の事例が 4

例あったことである。27年度基礎調査では、男性

の場合はアルコール関連問題およびDSM-IV診断

によるアルコール依存がある割合が有意に高かっ

たのに対し、女性ではこれらの項目について事例

群と対照群でその経験割合や平均値に有意な差は

認められなかった。一方、今回の事例に着目して

みると、それぞれ、アルコール問題そのものの重

症度は低いものの、他の問題と重なることで状況

が悪化してしまったケースと考えられた。これま

での基礎調査でも、男性のアルコール関連問題と

自殺に関して積極的な啓発活動やアルコール関連

問題の治療や支援体制の強化と拡充の重要性につ

いて論じてきた 1)が、これらは女性の自殺対策の

点でも重要な着眼点であり、依存症者家族として

のみならず、当事者としての女性の経験も考慮さ

れる必要がある。 

 一方、26年度基礎調査では、女性では摂食障害

の診断がつく事例が男性に比べ有意に多く認めら
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れたが、本研究では 0例であった。理由として考

えられるのは、以前の基礎調査に比べ、本研究の

回答者における配偶者の割合が高かったため、本

人が配偶者等の家族に開示していなかった場合に

見逃された可能性である。摂食障害のような秘匿

されやすい性質の問題と自殺リスクの関連を明ら

かにするには、前向き研究調査実施の検討等が必

要である。 

 

(2)事例検討 

 事例における経時的プロセスの検討からは、特

に、生活困窮の問題と ACEsとの相互作用、就労問

題とリプロダクティブ・ヘルスおよび女性のアイ

デンティティ構築や居場所の問題、職場のメンタ

ルヘルス対策における現行制度の限界などの、女

性の自殺に関連すると思われるリスクや課題につ

いて明らかにされた。 

 まず、生活困窮の問題が見られたのは、非正規

雇用者かつ単身世帯の一例（事例 1）であった。

この事例 1では、身体的虐待を始めとする複数の

ACEsの既往がみられた。ACEsや、人生早期に起こ

りうる他の危険因子（いじめ等）は、後の自殺や

身体疾患、不定愁訴等に帰結することが知られて

いる 5)6)10)18)21)が、事例 1でも、不定愁訴により仕

事を長く続けることができず、生活困窮に陥って

いた。また、幼年期のトラウマ体験は、信頼でき

る人間との安全で安定した人間関係を構築・維持

する力の剥奪とも関係しており 12)、同時にACEsが

起きる家庭で生育したということは、頼りにする

ことのできる安定した家族関係の不在を間接的に

意味する。その結果、事例 1では、家庭内不和の

ある実家から出つつ、不安定な体調でも就業でき

る場所として寮付きの性産業が選びとられ、しか

しそこで新たに蓄積されるストレス状況への自己

治療あるいはトラウマ反応として処方薬乱用や解

離性障害などに至り、身体的・精神的健康が損な

われ、就業できる場所が限られるという悪循環に

陥っていた。さらに、生活困窮の中で、実家や配

偶者など、頼ることのできる家族もなく、しかし

積極的な援助希求を行うための情報や体力、そし

て最低限の他者への信頼というリソースを得られ

ないまま自死に至った様子が伺われた。 

 このような ACEs の関わるケースでは、前述の

ように、「川上からのアプローチ」が自殺リスクの

軽減にはまずは有効であろう。 

 一方、事例 1では、精神科に長い相談歴があり、

過量服薬の際には病院へ救急搬送されていたが、

生活保護の相談などの生活支援にはつなげられて

いなかった。また、全 14例中 13例が何らかの精

神保健医療機関に相談しており、自殺企図歴も多

く救急搬送までされていたケースも少なくないが、

最終的には自死に至っていた。事例 1のような、

本人からは支援につながりにくく、支援関係の構

築や維持が容易でないケースにおいても、適切な

介入がなされるよう、今後救急医療および精神保

健医療、関連諸機関との十分な連携や介入システ

ムの整備が急務である。 

 他方、今回の事例では、全 14事例中、正規雇用

者はわずか 1例、無職者が 9例であったにもかか

わらず、生活困窮が自殺リスクと関わると考えら

れた事例は 1例のみであった。これは、女性の場

合、本人の収入が主な収入源ではないケースが

多々あり、経済的状況は生育環境や婚姻による家

族の収入に依存しているためと考えられる。した

がって女性に関しては、非正規雇用者や無職者で

あることが即生活困窮による生きづらさ、という

図式を単純に描くことはできない。 

 しかしそれは、自死に至った女性が就労に関す

る問題を抱えていなかったことと同義ではない。 

たとえば事例 2では、自死に先立つこと 2ヶ月前

に失職後、家計的には全く必要がなかったにもか

かわらず、焦るようにすぐに再就職し、新職場は

本人にとってストレスの多い環境であったにもか

かわらず仕事を続けようとしていた。事例 4では、

本人が「自分は仕事をしていない、子どももいな

い、人生って何だろう。何を目指して生きればい

いのか」と口にし、苦悩する様子が見られた。事

例 6では、亡くなる数年前、家族の家事手伝いの

ために、十数年続けた自らの店を閉めた直後から、

自殺念慮と急激な体重減少が起きていた。他にも、

死に先立つ転職、配置換え、失業、キャリアの挫

折などによって、抑うつ状態の悪化など何らかの

影響を受ける事例が少なからず見受けられた。 

 いずれの事例でも、就労問題は経済上の問題で
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はなく、自己の有用感、効力感あるいはアイデン

ティティや居場所の確認の問題であることが伺わ

れた。 

 また、女性の場合、結婚や妊娠、出産、育児と

いった再生産労働への従事を機にした退職、逆に

出産に備えた就職や転職など、就業とリプロダク

ティブ・ヘルスとが密接に関わっているのが特徴

である。たとえば事例 4では、結婚退職後に不妊

の問題に直面するも、復職は難しく、家事以外に

何らかのやりがいや社会的な役割を持てる居場所

がなくなってしまっていた。 

 こうした事例に対する社会全体の自殺リスクを

低減するための社会的取組としては、まず女性の

継続就業を促すための仕事と家庭の両立支援や、

復職支援制度の充実等が求められよう。 

 ただし注意が必要なのは、両立支援制度があっ

たとしても、むしろ、そうした社内制度が整備さ

れればされるほど、性別役割分業が強化され、か

つ生産労働と再生産労働の両方を担うために女性

の負担が増える可能性である。その場合、そうし

た働き方に適応できない女性は「自主的に」退職

を迫られる。本研究事例でも、女性が退職や無職

に至る継時的プロセスを検討してみると、ACEsに

起因すると思われる不定愁訴や、人間関係、集団

行動への疲れやすさ（事例 1）、通勤電車でのパニ

ック発作（事例 2）、うつに伴う疲労感、倦怠感（事

例 4）、精神疾患（事例 5）等により、女性たちは

就業を試みるが、ストレスを抱え挫折していたり、

就業の継続に自信を失ったりしていた。その結果、

単身世帯の場合は生活困窮へ至り、同居世帯の場

合は、生活困窮はないが、やりがいやアイデンテ

ィティの喪失、社会からの孤立へと追い込まれる

構造に至っていた。このようなケースにおいて必

要とされるのは、おそらく、両立支援制度の整備

ではない。 

 それに対し、事例 6では、不定愁訴や子の独立

後の空の巣症候群 3)、孤独感 26)のような危険因子

がありつつも、離婚後の飲食店経営という働き方

が重要な保護因子になっていた可能性が伺われた。

この場合は、自身で小さな店を経営することで、

不安定な体調にあわせつつ、家族のような閉じら

れた濃密な人間関係における従属的位置ではなく、

地域の弱い紐帯の中で他者との接点を持ち、自ら

の裁量によって社会的役割を成し遂げることがで

きる場として、店という空間が機能していたと考

えられる。こうしたケースに必要なのは、ケアを

ただ受け入れる客体となるのではなく、社内制度

の整備により「人並み」の働きができることを目

指すことでもなく、主体的に自分だけの苦労 33)を

重ねる権利を地域の人々に支えてもらうことであ

り、そのための雇用を含めたコミュニティの創出

であろう。 

 女性の、就労からの疎外、あるいは就労および

出産、育児といった再生産労働からの同時的な疎

外によるアイデンティティや居場所の喪失等の問

題と、自殺リスクとの関連については、本事例か

らだけでは不明確なことも多い。しかし、26年度

基礎調査でも、死亡時の職業に関する比較で、男

性の 73.4％がなんらかの職に就いていたのに対

し、女性の場合は 32.1％であり、男女間で有意な

差が認められていた（p＜0.001）。これは一般人口

の就業率の男女差と比較しても大きな差である。

この点に関して、今後、更なる検討を視野に入れ

る必要があろう。 

 これまで、中高年男性の就労関連問題と自殺の

関係およびそれらへの対策については、ある程度

検討が重ねられてきた。新大綱でも、職場におけ

るメンタルヘルス対策の推進が謳われ、過労死対

策、ストレスチェック制度の導入、各種ハラスメ

ント対策などによる職場環境の改善のほか、失業

者や、経営の危機に直面する中小企業経営者に対

する相談事業等が挙げられている。女性の自殺予

防の観点でもそうした対策の拡充はもちろん重要

であり、安全衛生管理体制の整備された事業場で

「男性並み」の働き方をする女性には有効である。 

 ただしこれらの対策は、一方で、徐々に変化を

見せているとはいえいまだ大企業中心主義的、男

性中心主義的な就労の捉え方に基づいている。そ

して、本研究の事例のような就労をめぐる女性の

経験は不可視化されている。しかし、今後の自殺

対策には、「就労とジェンダー」の視点は不可欠で

あり、介入も、前述のようなそれをふまえたもの

である必要があろう。 

 また、現代における社会の流動化 2)に伴い、社
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会的な孤立を防ぐため、今後ますます雇用を含め

た新しいコミュニティの創出に関する長期的見通

しが必要とされる。将来的には雇用形態も就業の

場も多様化していくことが予想されるが、そうし

た変化に対応し、「職場における自殺予防」のあり

方にも再検討が求められるだろう。 

 

2. 前方視的な心理学的剖検研究 

 

 本調査は、研究期間内に女性自殺既遂者の遺族

より調査協力を得ることができず、実施できなか

った。従来の基礎調査と比較して、調査依頼の場

所やタイミング、調査依頼セットの内容物等に大

きな変更はなかった。従来の基礎調査の中止に伴

い、それまでの調査依頼体制が一度白紙に戻り、

29 年度より改めて小規模体制で再開されたこと

や、調査依頼の期間を十分に設けることができな

かったため、調査依頼セットの配布数が 10 部に

とどまったことが要因として考えられる。十分な

調査依頼期間の確保、調査依頼体制の再構築が今

後の課題として残された。一方、調査実施には至

らなかったものの、質的研究に適しかつ女性の自

殺実態に即した面接票が開発されたことには一定

の意義がある。 

 

 

Ｅ．結論 

  

 日本では、女性の自殺死亡率は他の高所得国に比

べ高い傾向にあるにもかかわらず、女性の自殺の

背景や特徴、予防介入のポイントや政策提言に資

する研究はほとんど実施されてこなかった。それ

に対し、本研究では、自殺事例の質的分析により、

自殺に至るまでのプロセスにおける「危険因子」

と「保護因子」の複雑な相互作用に関する検討が

実施された。 

 事例は、地域精神保健福祉の中で事例化しそう

なものを取り上げた。これらの結果を単純に一般

化することはもちろん難しく、限界も多い。しか

し、今後の女性の自殺対策の取組を検討するため

の基礎資料として、一定の価値があると考えられ

る。 

 一方、前方視的な新たな心理学的剖検研究につ

いては、研究期間内に女性自殺既遂者の遺族より

調査協力を得ることができなかった。 

 今後は、(1)より詳細な質的調査により、女性の

自死に至る経緯におけるマクロな定量的分析では

明らかにし難い側面について検討され明示される

こと、(2)自殺事例の臨床類型と関連要因ならびに

介入ポイントの特定や今後の政策展開に活かすた

めの情報収集を目的とした量的調査を実施する際

に使用する質問票の改訂、(3)自殺者の精神保健

的・心理社会的背景や特徴に応じた自死遺族支援

のあり方について検討することが期待される。 
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